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●1	 はじめに

2024年は、物流業界の働き方改革の一環として、ト

ラック運転手の時間外労働の上限規制の適用が開始され

たことにより、「物流の2024年問題」が懸念され、「物

流」が社会的な関心事となった。2025年となり、少なく

とも私達の身の回りでは「物が届かない」という危機的な

状況は生じていないように思える。しかし、国も指摘して

きたように、「物流の2024年問題」は一過性の問題では

なく、今後も続く構造的な問題である1）。人手不足の進展

に伴い、2030年に34％も不足するとされる輸送能力を

補うために、物流の効率性や持続性を強化することが引

き続きの課題である。

本稿は、当研究所が取り組んでいる物流に関する自主

研究の現状の成果を報告するものである。まずは、当研

究所も携わっている第6回東京都市圏物資流動調査の速

報結果等から近年の物流の動向を整理する。2024年に

国において検討された物流政策を踏まえて、都市・交通

の観点からみた今後の課題について私見を述べる。最後

に、課題の解決に向けた政策の必要性や有効性を検証す

るため、モデル・シミュレーションの手法が有用であるこ

とを指摘する。

●2	 東京都市圏における物流の動向

物流業界の人手不足に伴う物流の効率化への要請、

ネット通販の普及による宅配の増加など、近年、物流を巡

る状況は大きく変化している。2023～2024年度に第6

回目の調査が行われた東京都市圏物資流動調査の本体

調査（事業所機能調査）や、全国貨物純流動調査、自動

車輸送統計調査の結果に基づき、物流拠点、物資輸送の

2つに着目して、これらの動向を述べる。

（1）物流拠点の動向

a） 第6回東京都市圏物資流動調査の概要

東京都市圏物資流動調査は、概ね10年に1回、東京都

市圏の物流の実態・課題の把握と、都市・交通に関連した

政策の検討を行うことを目的として実施されてきた大規

模調査である。

最新の第6回調査が図－1に示す地域を対象として

2023〜2024年度に行われた2）。同調査は、本体調査

（事業所機能調査）と複数の補完調査から構成されてい

るが、2025年5月現在、本体調査の結果の一部が速報と

して公開されている。以下、この速報結果からわかる近年

の物流拠点の動向を紹介する。

b） 物流拠点の動向

図－2は、地域別の物流施設の立地件数を見たもので

ある。大消費地である首都圏に物資を届けるため、東京

区部臨海、東京区部内陸や、その外縁の埼玉南部、千葉

西北部といった地域に、物流施設が多く立地している。

図－1　東京都市圏の範囲と地域区分
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2010年以降に物流施設が多く新設された地域を見る

と、まず、埼玉南部や千葉西北部が挙げられる。外環道千

葉区間の開通により輸送の利便性が高まったことがその

要因であると考えられる。また、東京区部臨海も新規立

地が多い。東京港に近接したこの地域は、輸出入貨物や

都心に運ぶ生活関連品等を扱う物流施設が古くから集積

してきた。近年、工場等の移転や廃業により生じた跡地

に物流施設の新規立地が進んだ可能性がある。さらに、

圏央道の開通に伴い、神奈川県（政令市以外）、埼玉北

部、東京多摩部、茨城南部といった地域でも物流施設の

新規立地が顕著である。これらの地域では、高速道路イ

ンターチェンジ近傍に産業団地が整備され、物流施設の

立地が進んでいる。

10年前と比較すると、延床面積１万㎡以上の物流施設

の割合が上昇し、物流施設の大型化の傾向が続いている

（図－3）。従来は、商品・製品の長期的な保管に特化し、

頻繁な出し入れを行わない貯蔵型（タテ型）の物流施設

が多かった。近年は、商品・製品の個品単位での取り扱い

が増え、入出荷、流通加工、仕分けなどの作業が人手や機

械によって行われるようになり、作業員や荷役機械が容易

に横移動できる平面配置の流通型（ヨコ型）の物流施設

が増加している3）。物流施設のタテ型からヨコ型への変化

は、物流施設の大型化の要因の１つであると思われる。

ネット通販の普及により、宅配の貨物が増加している。

第６回東京都市圏物資流動調査（本体調査）では、個人

宅への物資の出荷を行う物流施設が全体の３分の１もの

割合を占めていることがわかった（図－4）。私達の生活

に欠かせなくなった宅配サービスの利便性を支える物流

施設の存在感が増している。

（2）物資輸送の動向

物流業界の人手不足や働き方改革に対応するため、物

資の輸送方法は、トラック運転手の負担をなるべく減らす

ような形に変化していると考えられる。前項で見た第6回
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図－3　物流施設の立地件数の延床面積規模の割合
（出典：第 6 回・第 5 回東京都市圏物資流動調査 本体調査）
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東京都市圏物資流動調査（本体調査）は、2025年5月現

在、物資輸送に関する調査結果が公開されていないため、

ここでは、全国貨物純流動調査、自動車輸送統計調査の

データから、東京都市圏の物資輸送の動向を確認した。

東京都市圏に足を持つ物資流動量は、重量で見ると、経

年的に減少しているが、件数で見ると、2015年から2021

年にかけて増加しており、測定単位によって傾向が異なる

（図－5）。これは、産業構造の変化に伴う鉱産品・窯業品

といった重量物の物流量の減少や、ネット通販の普及等に

伴う小口多頻度化の進行により、1件当りの輸送重量（流動

ロット）が減少しているためであると考えられる。

物資の輸送のされ方にも変化が見られる。トラック運

転手の人手不足等を背景に、近年、トラック以外の手段を

組み合わせた輸送を志向する企業が増えていると言われ

る。実際、東京都市圏内外・外内といった長距離輸送に

おける代表輸送手段分担率を見ると（図－6）、海運や鉄

道の輸送割合が少しずつ増加している。また、東京都市

圏内 ・々内外・外内を含めた貨物車輸送の状況を見ると、

営業用車の割合が8割以上を占め（図－7）、その中で最

大積載重量11トン以上の大型車の輸送割合が8割程度と

なっている（図－8）。

モーダルミックス、大型トラックの利用など、限られた

人手で効率よく物資を輸送するための取り組みが一定程

度進んでいることを表していると思われる。

●3	 今後の物流の課題

以上の物流の動向を踏まえ、主に都市・交通の観点か

ら、今後の課題について私見を述べる。

物流拠点は、これまでは、迷惑施設と見なされること

が多く、工場に比べると雇用創出力が弱いとされてきたた

め、地域の産業誘致の主役とはなってこなかった。しかし、

物流拠点は、言うまでもなく、物資を都市に届けるために

必要不可欠な施設である。また、最近では、物流施設を緑

地、公園、レジャー施設、防災施設（避難場所、支援物資拠

点）、交通結節施設（道の駅、高速バスの停留所等）など

を併設した複合的な拠点として整備を行うことにより、地

域に対してプラスのメリットを提供する可能性も指摘され

ている4）。地域に対する様々な貢献が期待される物流拠点

を、都市のどこにどれだけ配置するかを戦略的かつ計画的

に検討することは今後の重要な課題である。

物資輸送では、物流拠点、生産拠点、消費地を互い

につなぐネットワークを構築することが重要である。国

土交通省は「新たなモーダルシフトに向けた対応方策」

（2024年11月）の中で、鉄道や内航海運のみならずダブ

ル連結トラック、自動運転トラック、航空を含む多様な輸

送モードを総動員し、トラック運転手不足や物流網の障

害に対応していくことを「新モーダルシフト」と名付けて

いる。ただし、「新モーダルシフト」は都市間の長距離輸

送では効果的だと思われる反面、消費地に物資を届ける

域内配送では引き続きトラックの優位が続くと思われる。

複数モードが結節する港湾、鉄道駅、空港、高速道路イ
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図－6　代表輸送手段の構成比
（出典：全国貨物純流動調査）
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図－7　貨物車輸送量の車種業態の構成比
（出典：自動車輸送統計調査）
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図－8　営業用貨物車の最大積載重量ランク別輸送割合
（出典：自動車輸送統計調査）



� 56 IBS Annual Report 研究活動報告 2025

Ⅳ．自主研究活動報告

ンターチェンジにおいて、幹線輸送と域内配送を結節す

る物流機能の強化がやはり重要だと思われる。

●4	 政策評価モデルの検討

（1）評価モデルの必要性と活用方法

第1章で述べたとおり、物流業界の人手不足は今後深

刻化が予想される。また、ネット通販の急成長、自動化な

ど、物流に関する技術進歩は目まぐるしく、今後も変化が

想定される。第3章で述べた課題に対応するための政策

を検討するには、こうした不確実な将来の変化について一

定の見通しを示すことが必要である。例えば、2章で述べ

た物流の動向はいずれも2023年以前の調査結果を用い

て整理したものである。モデル・シミュレーションを活用

し、2024年以降の物流業界の構造変化やそれが都市・

交通に及ぼす影響を定量化・可視化できるとよい。

また、モデル・シミュレーションを現況分析に活用する

ことも想定される。物資流動調査のサンプルデータだけ

ではわからない物流実態（例えば、宅配車両がどの地域で

どれくらい集中しているのか、食料品が生産地から物流施

設を経由して消費地にどう届けられているのか、など）を

可視化し、これをもとに政策立案者が物流の重要性や課

題を認識し、政策検討に活用することが期待される。

（2）評価モデルの検討方針

近年、物流政策を評価するためのモデルとして注目され

ているのがエージェントベースのモデルである。Sakai et 

al. 5）は、都市の物流を統合的に分析するためのエージェ

ントベースのモデルとして、SimMobility Freightを提案

した。著者らは、SimMobility Freight等の既往研究のフ

レームワークを参考とし、物流施設の立地選択行動、貨物

車の経路選択行動、世帯の宅配受取行動を内包し、都市

における物流を詳細に分析・解析できるエージェントベー

スのモデルを構築し、同モデルを用いたシミュレーション

により、調査データでは見えなかった物流の実態を可視

化したり、将来の見通しを示せるようになると、都市物流

政策の検討の幅を広げることができると考えている。

当研究所は、物流施設の立地選択行動のモデリング

（萩野ら6））やトラックの走行経路選択行動のモデリン

グ（Oka et al. 7））を開発した経験を有している。こうし

た知見・経験を活かし、最新の東京都市圏物資流動調査

データ等を用いて、政策評価モデルの構築やシミュレー

ション等に取り組んでいきたい。

●5	 おわりに

当研究所では、今後も物流に関連した自主研究を継続

する。まずは、第6回東京都市圏物資流動調査等の最新

データを用いて、都市の物流の実態・課題を深掘りし、政

策評価モデルの構築・更新と合わせて、都市物流政策に

対する積極的な提案を行っていきたい。
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